
2004 年 10 月 29 日 

株式会社日立製作所 

２００４年９月中間期決算について 

 
１．企 業 集 団 の 状 況 

 (2004 年 9 月 30 日現在)

主 要 な 連 結 子 会 社 の 位 置 付 け 
主な製品・サービス 

製     造 販売・サービス 

情報通信システム 
システムインテグレーション、

ソフトウェア、ハードディスク

ドライブ、ディスクアレイ装置、

サーバ、汎用コンピュータ、パ

ソコン、コンピュータ周辺装置、

通信機器 

日立コミュニケーションテクノロジー、 

HITACHI COMPUTER PRODUCTS (AMERICA)、 

HITACHI COMPUTER PRODUCTS (EUROPE)、 

HITACHI GLOBAL STORAGE TECHNOLOGIES 

NETHERLANDS 

日立電子サービス、日立情報システムズ

[東1]、日立ソフトウェアエンジニアリ

ング[東1]、日立システムアンドサービ

ス[東2]、HITACHI DATA SYSTEMS HOLDING

 

電子デバイス 
液晶ディスプレイ、半導体製造

装置、計測・分析装置、医療機

器 

日立ディスプレイズ、日立ハイテクノロジ

ーズ[東1/大1]、日立メディコ[東1]、 

HITACHI ELECTRONIC DEVICES (USA)、 

HITACHI NIPPON STEEL 

SEMICONDUCTOR SINGAPORE 

 

電力・産業システム 
原子力発電機器､火力発電機器、

水力発電機器､産業用機械・プラ

ント､空調装置、建設機械、車両、

エレベーター、エスカレーター、

自動車用機器、環境関連機器 

バブコック日立、日立空調システム、日立

建機[東1/大1]、日立産機システム、日立イ

ンダストリイズ､日立機電工業[東1/大1]、

日立ユニシアオートモティブ、日立ビアメ

カニクス、日本サーボ[東2]、広州日立電梯、

HITACHI AUTOMOTIVE PRODUCTS (USA)、台湾

日立 

日立ビルシステム、日立エンジニアリン

グ、日立エンジニアリングサービス、日

立プラント建設[東1/大1] 

デジタルメディア・民生機器 
光ストレージドライブ、テレビ、

携帯電話、液晶プロジェクタ、

エアコン、冷蔵庫、洗濯機、電

池、情報記録媒体 

日立ホーム・アンド・ライフ・ソリューシ

ョン、日立マクセル[東1/大1]、日立メディ

アエレクトロニクス、 

HITACHI HOME ELECTRONICS (AMERICA)、 

上海日立家用電器 

 

高機能材料 
電線、ケーブル、伸銅品、鋳鉄

品、鋳鋼品、高級特殊鋼、磁性

材料、化学素材、電気絶縁材料、

合成樹脂、炭素製品、プリント

基板、セラミックス材料 

日立電線[東1/大1]、日立化成工業[東1/大

1]、日立金属[東1/大1] 

 

物流及びサービス他 
電気・電子機器の販売、貨物輸

送、不動産の管理・売買・賃貸 

 中央商事、日立ライフ、日立モバイル[東

1]、日立物流[東1]、日京クリエイト、

HITACHI AMERICA、HITACHI ASIA、日立

中国、HITACHI EUROPE 

金融サービス 
提携ローン販売、リース、生命・

損害保険代理業 

 日立キャピタル[東1]、日立保険サービ

ス 

(注)1. 株式会社日立ユニシアオートモティブは、2004年10月１日付で当社と合併しました。 

    2. [  ]内には株式を上場している市場を記載しています（東1：東証１部、東2：東証２部、大1：大証１部）。 
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２．経 営 方 針 

 

経営の基本方針及び戦略 

 
当グループは、グローバルな市場競争が激化する中で、日立製作所及び関係会社(子会社及び関連会社)

各社の発展により事業を拡大してきており、顧客により高い価値をもたらす競争力のある製品・サービス

を提供することにより、一層の発展を遂げることを目指しています。当社では、グループ内の多様な経営

資源を最大限に活用するとともに、事業の見直しや再編を図ることにより、競争力を強化し、顧客、株主、

従業員を含むステークホルダーの期待に応えることによって、株主価値の向上を図っていくことを基本方

針としています。 
 
こうした基本方針のもと、当社では、２００３年１月に、２００３年度から２００５年度までの中期経

営計画「i.e. HITACHI プランⅡ」を策定しました。この「i.e. HITACHI プランⅡ」に基づき、当グループ

が注力する事業領域である、「情報システムサービス」と「社会インフラシステム」をさらに強化・融合し

ていく「新時代のライフラインを支えるソリューション」の分野と、当グループの高い技術・知識を集約

した競争力あるハードやソフトを中心に、グローバル市場での高成長を目指す「高度技術グローバル製品」

の両分野での成長に向けた取り組みを進めています。 
また２００４年４月には、日立製作所及び関係会社における個々の事業の強化と、グループ内の連携強

化による総合力の発揮を両輪とする「日立ならではの連結経営」を加速するために、「グループ戦略本部」

を設立しました。今後「グループ戦略本部」を中心に、グループ全体としての企業価値向上に向けた取り

組みを、一層強化していきます。 
 
当社は、「i.e. HITACHI プランⅡ」の達成に向けて、各事業分野のグローバル市場における競争力強化を

図るべく、「モノづくり」の強化による生産性の改善、原価低減を強力に推進するとともに、様々な事業構

造改革を推進しています。具体的には、当グループの技術・知識の強みを活かした注力事業の成長や新事

業の創出、グループ内の経営資源のさらなる有効活用を目指したグループ内再編、不採算部門からの撤退

や企業グループの枠を超えた事業再編の推進等あらゆる手段を検討し、適切な施策を実行していきます。 
また、事業強化を図るための経営判断は、資本コストをベースとする当社独自の付加価値指標「FIV

（Future Inspiration Value）」(＊)によって行います。個々の投資の判断においても、FIV を用いて真に株

主価値の増大に貢献する投資案件を厳選して資本を投下します。あわせて、売掛債権や棚卸資産をはじめ

とする資産の圧縮を強力に進め、総資産利益率の向上を図るなど、資産効率の向上と財務体質の強化等を

進め、長期債格付 A 格の維持を図ります。 
 
当社は、「i.e. HITACHI プランⅡ」の実行を通じて高収益体制への変革を図ることにより、2005 年度に

おける FIV の黒字化を実現します。現時点においては２００５年度の連結売上高を９兆円規模と見込んで

います。そして、連結営業利益は４，０００億円超、またＤ／Ｅレシオ（少数株主持分を含む）は０．８

を目標としています。 倍 
＊FIV：税引後事業利益から資本コストを控除した経済的付加価値をベースにした、日立独自の付加価値評価指標。 

黒字化を実現するためには、資本コストを上回る収益が必要。 
 

コーポレートガバナンス 

 
当社では、事業を迅速に運営できる執行体制の確立と透明性の高い経営を実現すべく、コーポレートガ

バナンスの強化に努めています。２００３年６月には、監督と執行の分離を徹底して経営上の意思決定の

さらなる迅速化と経営監督の実効性の向上を図るため、委員会等設置会社に移行しました。 

取締役会は、経営の基本方針を決定し、執行役の業務執行を監督する一方、業務の決定権限を執行役に

大幅に委譲しています。２００４年９月３０日現在において、取締役会を構成する１４名の取締役のうち、

社外取締役は４名、執行役を兼務する取締役は３名であり、また、取締役会長は執行役を兼務していませ

ん。 
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取締役会には、社外取締役が過半数を占める指名、監査、報酬の３つの法定の委員会を設置しています。

指名委員会は、株主総会に提出する取締役の選任及び解任に関する議案の内容を決定する権限等を有する

機関です。監査委員会は、取締役及び執行役の職務の執行の監査並びに株主総会に提出する会計監査人の

選任及び解任等に関する議案の内容を決定する権限等を有する機関です。報酬委員会は、取締役及び執行

役の個人別の報酬の内容を決定する権限等を有する機関です。なお、監査委員会を含む各種委員会及び取

締役会の職務を補助する専任の組織を設けて、執行役の指揮命令に服さない従業員を置くとともに、経営

オーディット部門及び法務・コミュニケーション部門も取締役会及び各種委員会の事務を補助しています。 

執行役は、取締役会の決議により定められた職務の分掌に従い、業務に関する事項の決定を行うととも

に、業務を執行します。全社的に影響を及ぼす重要事項については、多面的な検討を経て慎重に決定する

ために、主要な執行役で組織される経営会議で審議しています。また、執行役はその決定内容を監査委員

に報告します。 
経営上の各種のリスクについては、それぞれの担当部署において、規則、ガイドラインの制定をはじめ

とする対策を行うとともに、新たに生じたリスクへの対応が必要な場合は、速やかに対応責任者となる執

行役を定めることとしています。また、業務執行の効率性やコンプライアンスを確保するため、業務運営

の状況を把握し、その改善を図るための内部監査を実施しています。さらに、法令遵守活動を行う各種の

委員会や内部通報制度を設けています。 

財務報告の信頼性の確保に関しては、監査委員会が会計監査人を監督し、また、会計監査人の執行役か

らの独立性を確保するため、監査委員会は会計監査人の監査計画について事前に報告を受領し、また、会

計監査人の報酬及び非監査業務について監査委員会の事前承認を要することとしています。 

 
 
利益配分に関する方針 

 
配当については、中長期的な事業計画に基づき、市場競争力の維持や収益の向上に不可欠な設備投資や

研究開発等を実行するための内部資金の確保と配当の安定的な成長を念頭に、財政状態、利益水準及び配

当性向等を総合的に勘案して決定することとしています。また、自己株式の取得については、事業計画に

基づく資金需要や市場の環境等に応じて、配当を補完して機動的に実施する施策として位置付けています。 
 
 

投資単位の引下げに関する考え方及び方針等
 
 株式の投資単位については、当社株式の市場での流通状況や当社の株主構成等を踏まえ、慎重に検討す

べき問題であると認識しています。現在のところ当社株式の流動性は十分に確保されているため、投資単

位の変更に伴うコストに見合う効果を望むことは困難であると思われます。当社としては、適切な投資単

位の設定について、今後も引き続き検討を行っていきます。 
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３．経 営 成 績 及 び 財 政 状 態 
 
経営成績
 
(1)２００４年９月中間期連結決算の概要 
 

  ２００４年９月中間期 （前年同期比） 
売 上 高 ４兆３，２９９億円 （１０７％） 
営 業 利 益 １，２７３億円 （６２９％） 
税 引 前 当 期 純 利 益 １，３６０億円 （１５０％） 
少数株主持分控除前利益 ６７９億円 （４７４％） 
当 期 純 利 益 ４１１億円 （７６４％） 

 
当中間期においては、世界経済は、世界的なデジタル家電の需要増加や、米国を中心としたＩＴ関連機

器の需要増加、中国の国内需要の増加等に支えられ、好調に推移しました。 
 また、日本経済についても、輸出を中心に企業業績が回復し、民間設備投資も堅調に推移する等、好調
が持続しました。 

 
このような状況下、当中間期における当社の連結べースの売上高は、デジタル家電市場の活況を受け、

エレクトロニクス関連製品向け部品・材料を中心とする高機能材料部門や、半導体・液晶製造装置等が好
調に推移した電子デバイス部門、プラズマテレビ等が好調に推移したデジタルメディア・民生機器部門等、
ほとんどの部門が前年同期を上回り、全体としては、前年同期比７％増の４兆３，２９９億円となりまし
た。 
営業利益については、ハードディスクドライブが黒字に転じた情報通信システム部門や、高機能材料部

門、電子デバイス部門等、すべての部門が前年同期を上回り、前年同期比５２９％増の、１，２７３億円
となりました。 
 
営業外収益については、持分法投資損益が利益に転じましたが、有価証券売却益が減少したこと等によ

り、前年同期比６７％減の３６４億円となりました。営業外費用については、持分法投資損益や、為替差
損益が利益に転じたこと等により、前年同期比３３％改善し２７７億円となりました。 
 
これらの結果、税引前当期純利益は前年同期比５０％増の１，３６０億円、法人税等６８０億円を差し

引いた少数株主持分控除前利益は６７９億円となりました。当期純利益は前年同期比６６４％増の４１１
億円となりました。 

 
 

(2)部門別売上高・営業利益の概況 
 
各部門の概況は、以下の通りです。 

 
[情報通信システム] 

  ２００４年９月中間期 （前年同期比） 
売 上 高 １兆０,７１７億円 （１０２％） 
営 業 利 益 ２８９億円 （５３６％） 

 
情報通信システム部門の売上高は、ソフトウェアがメインフレーム需要の低下により基本ソフトウェア

が減少しましたが、サービスではアウトソーシング事業が、堅調に推移し、ソフト／サービス全体も堅調

でした。ハードウェアは、サーバが減少したものの、ハードディスクドライブや新札対応ＡＴＭ（現金自

動預払機）が伸長したことや、通信ネットワークが堅調に推移し、全体としても堅調でした。この結果、

部門全体では前年同期比２％増の１兆０，７１７億円となりました。 
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営業利益については、前年同期に赤字を計上していたハードディスクドライブが黒字に転じたこと等に

より、前年同期比４３６％増の２８９億円となりました。 
（注）ハードディスクドライブ事業は、１２月決算会社である日立グローバルストレージテクノロジーズ（日立ＧＳＴ）が

行っており、３月決算会社である当社の２００４年９月中間期決算においては、日立ＧＳＴの２００４年１－６月の

数値を計上しています。 
 
[電子デバイス] 

  ２００４年９月中間期 （前年同期比） 
売 上 高 ６，９２０億円 （１１４％） 
営 業 利 益 ３００億円 （８１８％） 

 
電子デバイス部門の売上高は、日立ハイテクノロジーズが半導体・液晶関連製造装置を中心に好調に推

移し、ディスプレイも、携帯電話向け中小型液晶や薄型テレビ向け大型液晶が伸長したこと等により、部

門全体としては、前年同期比１４％増の６，９２０億円となりました。 

営業利益については、日立ハイテクノロジーズが半導体・液晶関連製造装置を中心に増益となったこと

に加え、ディスプレイが改善したこと等により、前年同期比７１８％増の３００億円となりました。 
 
[電力・産業システム] 

  ２００４年９月中間期 （前年同期比） 
売 上 高 １兆１，２０８億円 （１０４％） 
営 業 利 益 １００億円 （１２７％） 

 
電力・産業システム部門の売上高は、電力設備が低調に推移したものの、当中間期から中国における昇

降機の生産・販売関連会社を連結子会社化した影響に加え、民間設備投資の回復基調を受けた産業機械が

好調に推移し、また日立建機が海外市場向けを中心に伸長したこと等から、部門全体では、前年同期比４％

増の１兆１，２０８億円となりました。 

営業利益については、日立建機が増益となり、産業機械も好調に推移したこと等により、前年同期比 
２７％増の１００億円となりました。 
 
[デジタルメディア・民生機器] 

  ２００４年９月中間期 （前年同期比） 
売 上 高 ６，４６１億円 （１１０％） 
営 業 利 益 １０６億円 （ － ％） 

 
デジタルメディア・民生機器部門の売上高は、プラズマテレビや液晶プロジェクタが伸長し、白物家電

も、エアコンや洗濯機等の主要製品が堅調に推移したこと等から、部門全体では前年同期比１０％増の 

６，４６１億円となりました。 

営業利益については、白物家電が改善し、プロジェクションテレビや液晶プロジェクタ等が伸長したこ

と等により、前年同期を大幅に上回る１０６億円となりました。 
（注）光ストレージ事業は、１２月決算会社である日立ＬＧデータストレージ（ＨＬＤＳ）が行っており、３月決算会社で

ある当社の２００４年９月中間期決算においては、ＨＬＤＳの２００４年１－６月の数値を計上しています。 
 
[高機能材料] 

  ２００４年９月中間期 （前年同期比） 
売 上 高 ７，４０４億円 （１１９％） 
営 業 利 益 ４０３億円 （４３７％） 

 
高機能材料部門の売上高は、日立化成工業、日立金属、日立電線が、いずれもエレクトロニクス関連製

品を中心に好調に推移した他、２００４年４月からＮＥＯＭＡＸ（旧住友特殊金属）を連結子会社化した
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影響もあり、部門全体では前年同期比１９％増の７，４０４億円となりました。 

営業利益については、エレクトロニクス関連製品が好調に推移したこと等により、前年同期比３３７％

増の４０３億円となりました。 
 
[物流及びサービス他] 

  ２００４年９月中間期 （前年同期比） 
売 上 高 ６，１０３億円 （１００％） 
営 業 利 益 ７５億円 （ － ％） 

 
物流及びサービス他部門の売上高は、日立物流や日立モバイルが好調に推移しましたが、海外の販売会

社における半導体販売業務のルネサステクノロジへの移管の影響等により、部門全体では前年同期並みの

６，１０３億円となりました。 

営業損益については、前年同期の３億円の営業損失から、７５億円の営業利益となりました。 
 
[金融サービス] 

  ２００４年９月中間期 （前年同期比） 
売 上 高 ２，７０７億円 （１０１％） 
営 業 利 益 ９９億円 （１２２％） 

 
金融サービス部門の売上高は、日立キャピタルが金融サービス付帯事業を中心に好調に推移したこと等

により、部門全体では前年同期比１％増の２,７０７億円となりました。 
営業利益については、前年同期比２２％増の９９億円となりました。 

 
(3)国内・海外売上高の概況 
 

  ２００４年９月中間期 （前年同期比） 
国 内 売 上 高 ２兆７，０９２億円 （１０３％） 
海 外 売 上 高 １兆６，２０６億円 （１１５％） 

う ち ア ジ ア ６，９４３億円 （１２５％） 
う ち 北 米 ４，４２５億円 （１０３％） 
う ち 欧 州 ３，４６２億円 （１１４％） 
そ の 他 の 地 域 １，３７５億円 （１１５％） 

 

 当中間期の売上高は、国内・海外ともにデジタル家電の需要増加や米国におけるＩＴ関連機器の需要増

加等により、前年同期を上回りました。 

国内売上高は、デジタル家電向けを中心に、エレクトロニクス関連製品向けの部品・材料や、半導体・

液晶関連製造装置、プラズマテレビ等が伸長したこと等により、前年同期比３％増の２兆７，０９２億円

となりました。 

海外売上高は、デジタル家電の需要増加や、米国におけるＩＴ関連機器の需要増加、中国国内の需要増

加等を受け、エレクトロニクス関連製品向けの部品・材料や日立建機等が伸長したこと等から、前年同期

比１５％増の１兆６，２０６億円となりました。 
 
(4)設備投資・減価償却費・研究開発費 
 

設備投資（完成ベース、営業用を除く）は前年同期比１９％増の１，７１６億円、減価償却費（営業用

を除く）は前年同期比５％減の１，５２２億円となり、研究開発費は前年同期比３％増の１，８９１億円

（対売上高比４．４％）となりました。 
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財政状態
 
(1)キャッシュ・フローの状況 
 

 ２００４年９月中間期 （ 前年同期比増減 ） 
営業活動に関するキャッシュ・フロー １，５７６億円 （ △６６９億円 ） 
投資活動に関するキャッシュ・フロー △２，００７億円 （ △４３６億円 ） 
フリー・キャッシュ・フロー △４３１億円 （ △１，１０５億円 ） 
財務活動に関するキャッシュ・フロー △１，１１２億円 （ ６２５億円 ） 

 
キャッシュ･フローについては、営業活動に関するキャッシュ・フローは、下期の売上高増に対応する棚

卸資産の増加等によって、前年同期比６６９億円減少し、１，５７６億円の収入となりました。 
投資活動に関するキャッシュ･フローは、注力事業を中心に設備投資を増額したほか、関係会社株式の売

却の減少等によって、前年同期比４３６億円支出額が増加し、２，００７億円の支出となりました。 
 
これにより、営業活動に関するキャッシュ･フローと投資活動に関するキャッシュ･フローを合計したフ

リー･キャッシュ･フローは、前年同期比１，１０５億円悪化し、４３１億円の支出となりました。 
 
また、財務活動に関するキャッシュ･フローは、有利子負債の返済等によって、前年同期比６２５億円支

出額が減少し、１，１１２億円の支出となりました。 
これらの結果、現金及び現金等価物は、当中間期中に１，４５３億円減少し、６，１９０億円となりま

した。 
 
(2)財政状態 
 
 

 

 ２００４年９月中間期末 （ 前 期 末 比 増 減 ）

総 資 産 ９兆６，３６８億円 （ ４６５億円 ）

負 債 合 計 ６兆５，４２４億円 （ △８０９億円 ）

う ち 有 利 子 負 債 ２兆４，６５８億円 （ △３１７億円 ）

少 数 株 主 持 分 ８，７４３億円 （    ７５５億円 ）

株 主 資 本 ２兆２，２００億円 （  ５１９億円 ）

株 主 資 本 比 率 ２３．０％ （ ０．４ ポイント改善 ）

Ｄ／Ｅレシオ(少数株主持分含む) ０．８０倍 （ ０．０４ポイント改善 ）

 総資産は、ＮＥＯＭＡＸや中国における昇降機の生産・販売関連会社を連結子会社化した影響等により、

前期末（２００４年３月期末）比４６５億円増の９兆６，３６８億円となりました。有利子負債は、前期

末比３１７億円減少の２兆４，６５８億円となりました。株主資本は、当期純利益の増加に伴い、前期末

比５１９億円増の２兆２，２００億円となりました。これにより株主資本比率は前期末比０．４ポイント

改善し、２３．０％となりました。Ｄ／Ｅレシオ（少数株主持分含む）も、０．８０倍に改善しました。 
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２００５年３月期連結決算の見通し 

 

    ２００５年３月期   （前 期 比） 
売 上 高 ８兆９，０００億円 （１０３％） 
営 業 利 益 ３，０００億円 （１６２％） 
税 引 前 当 期 純 利 益 ３，０００億円 （１２７％） 
少数株主持分控除前利益 １，５００億円 （３９０％） 
当 期 純 利 益 １，０００億円 （６３０％） 

 
当社では、今後の世界経済の動向について、中国の国内需要に支えられアジア経済が堅調に推移する他、

欧州経済についても緩やかな回復の継続を見込んでいるものの、原油価格や原材料価格の高騰に加え、米

国においては、減税や低金利等の経済政策の効果が薄れることにより、景気が緩やかに減速するものと見

込んでいます。またエレクトロニクス関連製品の市況については、在庫の伸びは低水準で推移しているこ

とから、急激に需要が落ち込む可能性は低いものの、年度後半からの市況悪化が懸念され、今後の動向に

ついて十分に注視していく必要があると考えています。 

 日本経済については、デジタル家電需要の減速や、電子部品等の設備投資の鈍化が懸念され、雇用・所

得環境の改善が一服することから、緩やかながらも減速が顕在化するものと予想しています。 

 
  こうした中で、当社は、「i.e. HITACHIプランⅡ」に従い、当グループ内の経営資源を活用した新事業創

出と注力事業の強化を進め、高収益体制への構造改革、財務体質の強化等を進めていきます。 
  現時点での、２００５年３月期の業績の見通しは、２００４年４月２８日に行った２００４年３

月期決算発表時点の見通しを変更し、上記の通りとなっています。なお、為替レートは１０５円

／ドルを想定しています。（注） 

 
 
（注）本資料における当社の今後の計画、見通し、戦略等の将来予想に関する記述は、当社が現時点で合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等の結果は見通しと大きく異なることがありえます。その要因のうち、

主なものは以下の通りです。 

• 急激な技術変化（特に情報通信システム部門及び電子デバイス部門） 
• 新技術を用いた製品の開発、タイムリーな市場投入、低コスト生産を実現する当社及び子会社の能力 
• 市場における製品需給の変動及び価格競争の激化（特に情報通信システム部門、電子デバイス部門及びデジタルメ

ディア・民生機器部門） 
• 為替相場変動（特に円／ドル相場） 
• 資金調達環境（特に日本） 
• 製品需給及び為替変動に対応する当社及び子会社の能力 
• 主要市場（特に日本、米国及びアジア）における経済状況及び貿易規制等各種規制 
• 自社特許の保護及び他社特許の利用の確保（特に情報通信システム部門及び電子デバイス部門） 
• 製品開発等における他社との提携関係 
• 日本の株式相場変動 

 
 

以上 
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